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＜研究ノート＞ 
輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスターの形成（Ⅳ） 
―成都の事例― 
 
 
 
金 艶華 
李 瑞雪 
 
要旨 
本研究ノートは、中国成都の物流産業集積に関するケーススタディである。同地域の鉄道コンテナ・セン
ター駅の整備、物流団地の造成、物流産業振興のための優遇政策、中核的輸送サービスの創設と定着など
について詳細に記述するとともに、物流団地の入居企業が手掛けているロジスティクス・サービスを考察
した。さらに、物流集積が商業集積を内包する成都物流産業集積の特徴に注目し、このような特徴がロジ
スティクス・クラスターの形成に及ぼす影響に関して考察した。 
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Abstract 
This research note is the case study about the logistics cluster in Chengdu, China. In addition to a detailed description 
of the construction of the railway container center station, construction of logistics parks, government incentives to 
promote the logistics industry, and the creation and establishment of core transportation services, the study considers 
the logistics services provided by the companies present in the logistics parks. Another focus of the note is a unique 
feature of the logistics cluster in Chengdu, the inclusion of a commercial sub-cluster within it. The effects of features 
like this on the development of the logistics cluster are also considered in this research note. 
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1．はじめに 
 
中国の重慶・昆明（李,2014a）、日本の九州北部（李,2016a）、韓国の釜山（李・金,2017）
に続き、本稿では中国の成都におけるロジスティクス・クラスターの事例を取り上げて、
輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスター形成の関係性を考察し、李（2014a）で
提示した仮説のさらなる検証と補完を行う。 
成都は面積 12,390 ㎢、人口 1,417 万人の中国内陸部における中核都市の 1 つである。中
心市街地の面積は 598 ㎢で人口は 529 万人に達する（いずれも 2015 年現在）。人口規模で
は中国 4 位の大都市である。同市は古くから中国西南地域における商業の中心地として栄
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えてきた1。現在でも数多くの大規模な卸売市場が存在し、あらゆる商品がこれらの市場で
取引されている。取引のカバーする地理的範囲は四川省のみならず、西南地域全体に及ん
でいる。 
発達した商業に加えて、半導体、航空機、自動車、食品など製造業の集積も成都に存在
している。前世紀 60 年代から 70 年代にかけて、中国政府はいわゆる「三線建設」を進め
る中で、上海などの沿海部から数社の重電企業を成都周辺に移転させた2。これがきっかけ
となり、成都周辺で中国有数の電機産業が発展した。21 世紀に入ると、沿海部から労働集
約型産業の移転が増え、産業基盤は次第に強化されてきた。 
こうした域内流通業と製造業の発展を支えるために、成都は物流関連のインフラ整備を
強力に推進するとともに、多様かつ高度な物流サービスの育成に取り組んできている。内
陸にある成都は、水運の便に恵まれないが、鉄道、トラック、航空のネットワークは充実
しつつある。とりわけ、鉄道は国内の域間輸送および国際輸送において重要な役割を果た
している。 
成都市政府は四川省政府と中央政府からの支援を受けて、市の北部の青白江区内に 64 ㎢
の広さを誇る「成都国際鉄道港」という広大な物流団地を画定し、鉄道貨物輸送のターミ
ナル整備とともに、鉄道貨物輸送の定期便開設や物流企業の誘致などに積極的に取り組ん
でいる。同団地で用地取得を伴い進出してきた物流企業はすでに 90 数社に上り、オフィス
借用の形で入居している物流事業者は数百社ほどあると推測されている。青白江区にある
成都国際鉄道港は、隣接の新都区にある大規模なコモン・トラック・ターミナル（伝化物
流の陸港など）を中心とする物流事業者の集積と合わせて、大きなロジスティクス・クラ
スターが形成しつつある3。 
筆者らは 2014 年 2 月 20 日～21 日と 2017 年 2 月 27 日～28 日、2 回にわたって成都のロ
ジスティクス・クラスターに関する現地調査を実施し、成都鉄道コンテナ・センター駅、
成都国際鉄道港の管理委員会、同鉄道港の複数の入居企業の責任者らへのインタビューと、
実地観察を行った。本稿はこうした一連の現地調査から得た発見を基に、成都の事例から
示唆されるロジスティクス・クラスターの形成メカニズムを検討する。 
本稿の構成は以下の通りである。次節では、輸送ノードとしての鉄道コンテナ・センタ
ー駅と物流団地などの整備状況と政府の関連政策を概観し、成都のロジスティクス・クラ
スター形成におけるプッシュの力の存在と効果を確認する。続く第 3 節では、中欧班列を
はじめとするクラスター内の中核的輸送サービスについて、その創設の背景と発展状況、
そしてそれらを利用するユーザーの構成を記述する。第 4 節では物流団地内入居企業のケ
ーススタディを行い、物流企業のサービス開発、施設の整備、中核的輸送サービスの活用
などの要素がロジスティクス・クラスターの形成に与える影響を確認する。以上の発見事
実を踏まえながら、第 5 節では成都のロジスティクス・クラスターの特徴を分析し、成都
の事例によって、李（2014a）の仮説の妥当性を検証する。最後に、積み残される研究課題
に言及する。 
 
                                                        
1 成都の商業伝統については、李（2008）の関連説明を参照されたい。 
2 三線建設については、李・史・兪（2003）を参照されたい。 
3 伝化物流の陸港については、李（2011）を参照されたい。 
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2．輸送ノードおよび物流団地の整備 
 
2.1 成都鉄道コンテナ・センター駅の概要 
成都地域の代表的な輸送ノードとして、成都鉄道コンテナ・センター駅（中国語名「成
都鉄路集装箱中心站」、以下、成都センター駅）が取り上げられる。成都センター駅は、拠
点直行方式のコンテナ列車専用ターミナルで、四川省成都市の青白江区に立地している4。 
背後に農業と工業の巨大な生産基地を抱えている成都センター駅では、オリジナル貨物
が大半を占めており、中継貨物は少ない。背後地で生産された貨物は、同センター駅のベ
ースカーゴにもなっており、仕出し貨物の約 5 割を無水硫酸ナトリウム、到着貨物の約 6
割をタイルや石材などの建材が占めている5。 
優れた立地条件は成都センター駅の貨物量の確保につながり、発達した交通ネットワー
クは同センター駅の利便性を高める。こうした点はユーザーの確保と拡大に欠かせない重
要な条件にもなっている。成都センター駅は成都市北部の青白江区内に位置し、成都市街
地から 23km 離れている。「達成鉄道（達州―成都）」、「宝成鉄道（宝鶏―成都）」、「成蘭鉄
道（成都―蘭州）」、「成渝鉄道（成都―重慶）」の 4 つの鉄道幹線が区内を通っており、中
国の華東地域、西南地域、西北地区と連結している。成都センター駅は達成鉄道沿線で建
設された（図 1）。同センター駅からヨーロッパと中央アジアまでのコンテナ列車がすでに
開通している。 
図1 成都センター駅の交通ネットワーク 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                        
4 中国の旧鉄道部（現在は「鉄道総公司」に名称変更）は、拠点直行方式のコンテナ定期列車（中国語名
「集装箱班列」）の専用ターミナルとして、全国の重要港湾や交通要衝の都市に計 18 ヵ所の鉄道コンテ
ナ・センター駅の新規建設を計画した。2017 年 5 月現在、青島、大連、上海、鄭州、西安、武漢、昆明、
重慶、成都、ハルビン、天津と 11 ヵ所の鉄道コンテナ・センター駅が稼働している。中国の鉄道コン
テナ・センター駅の整備計画の策定背景と整備状況などの詳細に関しては、李（2014b）第 5 章を参考
されたい。 
5 中鉄聯集成都分公司への聞き取り（2014 年 2 月 20 日実施）と同社の提供資料より。 
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（出所）成都国際鉄道港管理委員会の提供資料より引用。
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成都センター駅には、構内での作業能力と作業効率を高めるために、1,159 ム（1 ムは約
660 ㎡）の広い敷地で最新鋭のインフラ整備と自動化の導入が積極的に進められている。
2010 年 3 月 16 日に稼働した同センター駅は、構内に横列貫通式の荷役ラインセット 2 本
を設置している。将来的には荷役ラインセットをさらに 3 本増設する計画である。各ライ
ンの長さは 850ｍ、ラインセットには持ち上げ能力 40 トンのレール式門型トランスファー
クレーンが計 8 機設置されている。それ以外に、専用コンテナヤード、国際コンテナヤー
ド、冷凍冷蔵コンテナエリア、総合サービスエリア、セキュリティ検査エリアと事務棟が
配置されている。また、同センター駅の出入口にはインテリジェントゲートが設置されて
いる（李,2013）。 
成都センター駅は、貨物の確保が保証される巨大な生産基地と市場、国内外をカバーで
きる鉄道網、短時間で全国高速道路網へアクセスできる利便性、作業の効率化と迅速性が
確保できる最新鋭のインフラ設備など、鉄道コンテナ・センター駅として必要な諸条件を
備えている。ここ数年、同センター駅の取扱貨物量は順調に増加している。コンテナ取扱
実績は 2013 年の 37.6 万 TEU（Twenty-foot Equivalent Unit、20 フィートコンテナ換算）か
ら、2016 年の 56 万 TEU まで伸びており、稼働中の全国 11 ヵ所のセンター駅の中にあっ
ては、利益を出している数少ない事例のうちの 1 つである6。 
成都センター駅の西側すぐ隣に、バルク貨物を取り扱う成都鉄道局大弯バルク貨物駅
（以下、大弯バルク貨物駅）がある。同駅には各種バルク貨物の専用線が敷かれたほか、
コンテナ貨物も取り扱っていたが、成都センター駅の稼働に伴い、バルク貨物のみの取扱
駅となった。最近は、成都センター駅発着のコンテナ定期列車の安定的な運行に伴うコン
テナ貨物量の増大により、大弯バルク貨物駅はコンテナ貨物の取り扱いを再開したという。 
 
2.2 成都センター駅を中心とする成都国際鉄道港 
成都センター駅が立地する青白江区は、成都市の中では比較的に経済発展が遅れていた。
四川化学、攀成鋼など数社の大型国有企業の工場はあったものの、産業の集積度が低い。
成都センター駅が同エリアで建設されたことをきっかけに、成都市政府は物流団地の整備
と物流企業の誘致を推進し、物流産業の振興を通じてサービス業、工業、国際貿易の発展
を促進するという発展戦略を策定し実施している。 
具体的には成都センター駅と大弯バルク貨物駅の後背地に物流団地を区画・造成し、近
隣の建材卸売市場群や工業団地を取り込んで、物流・流通・加工機能を備える一大産業新
区、「成都国際鉄道港」を設立している。成都国際鉄道港は成都センター駅を囲む、周辺の
複数の園区を合併したもので、成都国際コンテナ物流園区、青白江バルク貨物物流園区、
成都鉄道保税物流センター（B 型）、建材貿易園区、国際糧油食品加工貿易園区などを含む
（図 2）。さらに近隣の工業団地も取り込む予定で、総面積は 64 ㎢にのぼる巨大な複合的
産業団地となる。現在、工業団地を除く成都国際鉄道港はすでに運営を開始し、国内外か
ら多くの大手企業が入居して事業展開している。入居企業のうち、フォーチュン 500 にラ
ンキングされている企業が 27 社、国内上場企業・業界トップクラス企業が 72 社（2015 年
                                                        
6 成都センター駅のコンテナ取扱実績は、成都国際鉄道港管理委員会への聞き取り調査（2017 年 2 月 28
日）より確認した。なお、筆者は 2014 年 2 月 21 日に、成都国際鉄道港管理委員会の前身である成都青
白江物流园区管理委員会を訪問し、聞き取りを実施した。 
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末現在）もある（図 3）。 
 
図2 成都国際鉄道港の構成図 
 
（出所）成都国際鉄道港管理委員会の提供資料より引用。 
図3 成都国際鉄道港管理委員会の壁に飾っている大手入居企業のロゴ一覧 
 
（出所）筆者ら撮影。 
 
(1)物流エリア 
成都センター駅を中心とする成都国際コンテナ物流園区と、大弯バルク貨物駅の背後に
ある青白江バルク貨物物流園区内には、すでに国内外の有名な物流企業 90 社以上が入居
している。中遠物流、中鉄八局、四川物流、遠成物流、中国物流、銀犁冷鏈といった中国
トップクラスの物流企業以外に、豊青倉储、UPS、DHL など外資系大手企業も入居してい
る。 
国際糧油食品加工貿易園区 
成都国際コンテナ物流園区 
建材貿易園区 
成都鉄道保税物流センター（B 型）
その他の工業園区 
青白江バルク貨物物流園区 
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このような大規模な物流企業は、物流園区内に広い用地を構えるとともに倉庫と事務棟
を建て、顧客に多様なサービスを提供している。中国大手物流企業の遠成物流は、6,000 万
元（1 元は約 17 円）を投資して 77 ムの敷地を取得し、貨物の保管と鉄道コンテナ輸送、
集荷と配送のトラック輸送、3PL（Third-party Logistics）サービスなど、鉄道コンテナ貨物
輸送に関連する一連の業務を展開している。そして、シンガポールに本社を置く豊青倉储
は、6 億元を投資し、230 ムの土地を取得して、保管と輸送、サプライチェーンマネジメン
ト事業まで展開する計画である7。 
それ以外に、数多くの中小零細型フォワーダーは、大手物流企業の事務棟でオフィスを
借り受けた形で団地に入居し荷主からきめ細かい物流サービスを受託している。そのため、
団地内で存在している事業者数は登録ベースの入居企業数を大きく上回るという。大手物
流企業と中小零細型物流企業はアセットの共同利用から営業協力まで様々な形で協業関係
を結んでいる。 
 
(2)流通・貿易エリア 
成都国際コンテナ物流園区の北に建材貿易園区が隣接している。建材貿易園区は従来か
らこの園区にある建材卸売市場と、他地域から移転してきた自動車部品と建材の卸売市場
で構成されている。園区内に入居している「万貫国際五金機電配送大市場」は、成都万貫
実業集団有限会社が開設した建材卸売市場である。同市場の投資総額は 40 億元、敷地面積
は 850 ム、建物の延べ床面積は 120 万㎡である。建物の中には、商品の展示センターと取
引エリア、電子商取引所、価格展示センター、そして国際貿易が可能な国際貿易オフィス、
国際貿易貨物展示センター、倉庫などが設けられている8。 
同社以外にも、青竜国際建材市場、金茂建材市場、邦邦建材市場、西部建材市場など、
数多くの大規模な建材卸売市場が成都センター駅の周辺に集まっており、国内のみならず、
国際貿易も積極的に展開し、成都センター駅の重要な貨物源になっている。 
後述する中欧班列（成都）の開通に伴い、成都センター駅は輸出入貨物を取り扱うよう
になり、関連機能の整備が進められていった。税関・検査・検疫の機関の設置に続き、成
都鉄道保税物流センター（B 型）（以下、保税センター）が成都センター駅に隣接して建設
された。保税センターは 2016 年 11 月に運営開始し、すでに 6 万 5,000 ㎡の保税倉庫が供
用されている。同センター内では、国際貨物の中継、輸送、購買、加工など一連のサービ
スを提供しており、主に輸入自動車部品と日用雑貨の保税保管、輸入商品の展示と取引セ
ンターを構えるなど、国際貿易の諸機能の完備を目指している9。このように、成都センタ
ー駅は、沿海の国際港湾とほぼ同様な機能をもつインランド・ポートとなりつつある。 
成都センター駅はすでに中央政府から完成車と畜産物（主に肉類）の輸入指定駅（専業
口岸）として認定されているが、国際物流のさらなる進展を図るために、穀物と青果物の
輸入指定駅の認証を申請している。 
 
  
                                                        
7 成都国際鉄道港管理委員会の提供資料及び聞き取り（2017 年 2 月 28 日実施）より。 
8 同上。 
9 同上。 
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(3)加工エリア 
青白江区では、成都センター駅のさらなる利用拡大と振興のために、周辺の工業園区と
の統合も進んでおり、すでにこのエリアに土地を確保している企業も一部ある。例えば、
フォーチュン 500 にランキングされているシンガポール豊益国際の子会社・益海嘉里糧食
工業有限会社は 7,100 万米ドルを投じ、326 ムの工業用地を取得した。フル稼働後は、一日
あたり小麦 3,600ｔと米 1,200ｔを加工することができ、年間 50 万ｔの取扱キャパシティ
を有し、年間生産額が 35 億元に達する工場になる見込みである10。 
自動車産業の集積も進んでいる。成都国際鉄道港に入居している中国重汽集団成都王牌
乗用車有限会社は、30 億元を投資し、2,200 ムの用地を取得した。年間 40 万台の乗用車を
生産する計画に基づいて、工場建設を急いでいる。また、日本の大手鉄鋼メーカーである
JFE スチールなど海外大手メーカーの入居も増えている11。 
 
2.3 地方政府の物流奨励策 
成都センター駅の利用を促進するために、四川省と成都市では成都センター駅を利用す
る企業と、成都国際鉄道港に入居する企業を対象に、事業内容別、特定品目別に様々な優
遇政策を用意している。また、成都センター駅の貨物量を確保するために、新規入居の誘
致と入居企業の事業拡大の奨励に力を入れている（表１）。 
成都センター駅と大弯バルク貨物駅を利用して貨物の輸出入や中継を行うフォワーダ
ーに対しては、年間取扱貨物量が 2 万 TEU（或いは 40 万ｔ）以上、または前年比 10％以
上増加した場合に 10 万元の補助金を与える。また、成都国際鉄道港内の税関で輸出入コン
テナ貨物の通関手続きを行う企業に対して、検疫・通関 1 件あたり 150 元の補助と、成都
センター駅内で作業する際に発生する施設使用費を 100％免除する。 
大規模企業のみならず、中小規模の企業も入居しやすい環境を作るため、売上高別に補
助金を設定し、新規入居企業の資金調達に補助金を与える。例えば、新規の貿易企業に対
して、売上高別に 5 万元、8 万元、10 万元と補助金額を設定している。また、銀行融資を
受ける企業に対しては、同時期の銀行利息の 50％を補助し、短期輸出入信用保険に加入す
る際には、保険費の 30％をさらに補助する。これにより、中小企業が銀行融資を受けやす
くなるため、資金力に乏しい企業の事業展開が促進される。 
成都市は中国の重要な自動車と農産物の生産地であり、一大消費地でもある。成都セン
ター駅を利用して完成車を輸入する企業に対して、アフタサービスと輸入 CCC（China 
Compulsory Certification）承認の取得、さらに年間の輸入台数によって補助金を支給してい
る。また、物流団地に入居している電子商取引企業に対して、入居企業数や年間取引額に
より補助金を支給し、大型冷凍冷蔵倉庫基地と共同配送センターに対しては、電気の安定
供給において市が支援する。 
それ以外にも、保税倉庫の利用やオフィス賃貸、人材育成など、入居企業の様々な業務
に補助金制度と利便性をもたらす行政サービスを提供している。 
 
                                                        
10 同上。 
11 同上。 
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表1 成都国際鉄道港の実施している企業向けの優遇政策（一部） 
区分 対象 内容
成都センター駅利用に関する補助制度 
輸送 
成都センター駅とバルク貨物駅を
利用して貨物の輸出入や中継を行
うフォワーダー 
年間貨物量 2 万 TEU（或いは 40 万ｔ）以上、または前年比
10％以上増加した企業に対して 10 万元補助 
新規事業者の誘致と貿易拡大に関する補助制度
国際貿易 
新規貿易会社 
年間売上高 500 万元以上：5 万元  
同 1,000 万元以上：8 万元  
同 2,000 万元以上：10 万元
新規サービス貿易会社 
年間売上高 100 万元以上：5 万元  
同 200 万元以上：8 万元  
同 500 万元以上：10 万元
売上高が前年比 100％以上増加した
企業 
年間売上高 100 万元以上：5 万元  
同 200 万元以上：8 万元  
同 500 万元以上：10 万元
通関 
成都国際鉄道港内の税関で輸出入
コンテナ貨物の通関手続きを行う
企業 
①検疫・通関費用に対して、1 件あたり 150 元補助 
②成都センター駅内で作業する際に発生する施設使用費
100％免除
金融サービス 
融資を受ける企業 
①同時期銀行利息の 50％を補助 
※最大 2 年間、年間最大 50 万元まで補助 
②1 回につき 20 万元まで融資した少額融資企業に対して、
第 4 半期平均融資額の 2％を補助 
※1 企業につき最大 50 万元まで補助 
短期輸出入信用保険に加入する企
業 
実際に払った保険費の 30％を補助 
※最大 2 年間、年間最大 50 万元まで補助 
中小企業向けの融資制度を設けた
銀行 
中小企業 1 社に 1 回 500 万元以下融資し、または年間総融資
額 5 億元増加した銀行に対して 10 万元補助 
※1 銀行につき最大 50 万元まで補助 
特定産業を対象とする補助制度 
完成自動車の輸入 成都国際鉄道港内の税関で完成自動車の輸入手続きを行う企業 
①輸入 CCC 承認 
・自力で取得した企業：80 万元 /承認証 
・承認証を購入した企業：5,000 元/台 
②並行輸入車の修理、交換、返品を保証する保険に加入した
場合、1 台につき 1,000 元補助 
③並行輸入車の修理、メンテナンスなどアフタサービスを提
供する場合、50 万元補助 
④年間輸入台数により補助金を支給 
・50 台まで/年：2,000 元/台 
・50～200 台/年：3,000 元/台 
・200 台以上/年：4,000 元/台
電子商取引（EC） 物流団地に入居している EC 企業 
①入居企業数により補助金を支給 
・20～50 社：2,000 元/社 
・50～100 社：3,000 元/社 
・100 社以上：4,000 元/社 
※年間補助金総額 100 万元 
②年間取引額により補助金を支給 
・5,000 万元以上：50 万元 
・1 億元以上：100 万元 
③新設・運用を開始した電子商取引プラットフォーム 
・電子商取引：建設費用の 50％ 
・国際電子商取引：建設費用の 70％ 
※1 つのプラットフォームにつき 100 万元まで補助 
④年間売上高 1,000 万元以上、または年間取引額 1 億元以上
の電子商取引プラットフォーム 
・電子商取引：取引額の 2％ 
・越境 EC：取引額の 3％ 
※1 つのプラットフォームにつき 100 万元まで補助 
ゴールドチェーン 大型冷凍冷蔵倉庫基地と共同配送センター 
電気使用量が年間 300 万 kw 以上のところに対して、電気の
安定供給において市が支援
その他 
保税倉庫 成都国際鉄道港内の税関で通関の手続きを行う企業 
①保税倉庫を使用した場合、年間最大 3 万元まで補助  
②年間貿易輸出入額により補助金を支給 
・50 万米ドルまで/年：1 万元  
・50～100 万元/年：3 万元 
・50～100 万米ドル/年：8 万元 
・200 万米ドル以上/年：20 万元
オフィス賃貸 
自社用オフィス 40 ㎡までは、1 ㎡につき毎月最大 25 元で提供 
営業用オフィス 100 ㎡までは、1 ㎡につき毎月最大 20 元で提供 
国有オフィスを借りる場合 自社用は 40 ㎡以下、営業用は 100 ㎡以下の場合、全額補助
人材の採用 クリエイティブ型人材の採用 年間 1～3 万元、最大 3 年間補助
（出所）成都国際鉄道港管理委員会の提供資料に基づき筆者ら作成。 
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3．中核的輸送サービスの創設と定着―中欧班列（成都）の運行と定着 
 
中国とヨーロッパ間のコンテナ鉄道貨物を輸送する国際定期貨物列車は、「中欧班列
（CHINA RAILWAY Express）」と呼ばれる。中国にはヨーロッパへ至る国際鉄道輸送の国
境駅として、新彊ウィグル自治区の阿拉山口（アラシャンコウ）と霍爾果斯（コルゴス）、
モンゴル自治区の満州里（マンシュウリ）と二連浩特（エレンホト）がある。この 4 つの
国境は、中国国内の既存の軌道路線とシベリア・ランドブリッジ、ユーラシア・ランドブ
リッジを結び、中国とヨーロッパ各国、中央アジア各国間の貨物輸送に鉄道インフラを提
供している。 
2013 年 4 月に成都センター駅からポーランドのウッチに至るコンテナ定期列車、「蓉欧
快鉄」の運行が中欧班列の主要ルートの 1 つとして開始された。以来、安定的な発展を遂
げている。蓉欧快鉄は成都センター駅から出発し、新疆の阿拉山口を通り、カザフスタン、
ロシア、ベラルーシを経由し、ポーランドのウッチまで 9,826 ㎞を直行運行する。列車は
40 フィートコンテナ 41 個以上を載せ、成都とヨーロッパ間を最短 10 日で走る。2015 年 8
月から復路運行も開始した。 
蓉欧の往路は現在、1 日 1 便の頻度で運行されている。成都地域で生産される自動車部
品や家電製品、電子製品、アパレル製品、住居関連製品に加えて、域外からの貨物も多く
搭載される。実際、同列車の積載貨物の約 6 割は他地域からの貨物で占められている。一
方、ヨーロッパからの復路便は週に 4 便運行し、完成車やワイン、ビール、肉、粉ミルク、
食用油などの商品類が多い。もともとは成都で製造されるタブレットなどの電子製品の欧
州輸出といった輸送需要に対応して導入された輸送サービスであったが、現在、貨物の多
様化と集荷の広域化が進んでいる。 
ポーランドのウッチに加えて、ドイツのニュルンベルク、オランダのティルブルフも蓉
欧班列の着駅となっており、いずれも成都からヨーロッパまでの輸送時間を半月以内に抑
えている。ヨーロッパの各終点に到着したコンテナ貨物は、3 日以内にヨーロッパの各国
や各都市に配送されるという12。 
2016 年 9 月には成都からトルコのイスタンブールに至る南ルートの運行が始まった。ト
ルコまでの総距離は 12,826km、運行時間は 15 日である。南ルートは、中国とイラン、ジ
ョージア、トルコを接続させ、カスピ海と黒海では海上輸送を行う複合一貫輸送を行って
いる。さらに、2017 年には成都からロシアのモスクワに至る北ルートを開通する予定であ
る。最初の成都―ウッチの中央ルートを含める 3 ルートは全て運行を開始すると、蓉欧班
列のカバー範囲は、ヨーロッパ全域から、中央アジア、西アジア、南アジアまでのユーラ
シア大陸に広がる（図 4 と表 2）。 
 
  
                                                        
12 成都の製品が海上輸送を通してヨーロッパに輸送しようとする場合、上海と深圳の港を利用し、大体 40
日後に欧州の港に到着できる。そこからトラックに積み替えて欧州の各スーパーまでトータルで 50 日
もかかる。 
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図4 運行開始した中欧班列（成都）の運行ルート 
 
（出所）成都国際鉄道港管理委員会の提供資料より抜粋。 
 
表2 中欧班列（成都）の運行ルート 
ルート／開通 距離 所要時間 運行スケジュール 
中国
国境
ヨーロッパ 
経由 直行便終点 
中央ルート 
2013 年 4 月 
9,826 ㎞ 
・成都－ポーランド：10日 
・成都－ドイツ：14～15日 
・成都－オランダ：14～15日
＊直行便終点まで 
 
・ヨーロッパ域内：1～3日 
成都始発（ウエストバウンド）
・成都→ポーランド： 
月、火、木、土／週 
・成都→ドイツ：金／週 
・成都→オランダ：水／週 阿拉
山口
カザフスタン－
ロシア－ 
ベラルーシ 
ポーランド 
（ウッチ／クトノ）
ドイツ 
（ニュルンベルク）
ヨーロッパ始発（イーストバウンド）
・ポーランド→成都：水、金／週
・ドイツ→成都：土／週 
・オランダ→成都：木／週 
オランダ 
（ティルブルフ） 
南ルート 
2016 年 9 月 
12,826km ・成都－トルコ：15日 ― 阿拉
山口
カスピ海－黒
海－トルコ 
トルコ 
イラン 
ジョージア 
北ルート 
2017 初（予定） 
11,565 ㎞ ― ― ― ― 
ロシア（モスクワ）
独立国家共同体と
その他東ヨーロッパ
各国 
（出所）成都国際鉄道港管理委員会の提供資料より筆者ら作成。 
 
成都センター駅発着の国際コンテナ定期列車は中欧班列以外に、成都と中央アジアを結
ぶ中亜班列も運行している。成都発着の中亜班列は 2016 年に運行開始し、阿拉山口を通っ
てから、カザフスタン、ギルギスタン、ウズベキスタン、トルクメニスタンまで運行する。
運行を開始した 2016 年の実績は 60 便、所要時間は 5～7 日間である（図 5）。 
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図5 中欧班列（成都）のルート 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）成都国際鉄道港管理委員会の提供資料より抜粋。 
国際コンテナ定期列車の導入に先立って、深圳、寧波、昆明、南寧、上海、武漢、広州
などを結ぶ国内のコンテナ定期列車はすでに開通されていた。こうした国内鉄道コンテナ
輸送ネットワークと中欧班列（成都）を結合する試みも行われている。2015 年 8 月に運行
を開始した厦門と成都間のコンテナ定期列車「厦蓉欧」が一例である13。こうした結合によ
って、成都以外の地域の貨物は国内鉄道コンテナ輸送ネットワークを経由して、中欧班列
（成都）に載せることが容易になり、集荷の広域化に寄与する。 
中欧班列（成都）は、国内外での充実したコンテナ定期列車のネットワークの構築と、
貨物の確保により、成都センター駅の中核的輸送サービスとして定着してきた。運行を開
始した 2013 年の 31 便から、2014 年に 45 便、2015 年に 103 便、2016 年に 460 便へと順調
に増加してきた。蓉欧班列の 2016 年の運行実績は、全国中欧班列の実績 1,881 便の約 24％
を占めるという14。 
 
4．物流団地内入居企業の事例研究 
 
4.1 四川物流集装箱有限公司15 
(1)親会社の四川物流 
四川省物流産業股份有限公司（以下、四川物流）は、四川省政府直轄の大型国有企業グ
ループ、四川省商業投資集団の傘下にある中核企業の 1 つである。同社は 2009 年に、四川
省国有資産管理委員会の主導下で、四川商業集団、華西集団、物資集団、石炭集団の 4 大
国有企業における物流部門と物流アセットを分離・統合して設立された。その後、四川発
展集団、四川富潤集団の物流部門を買収することでさらに規模を拡大した。登録資本金は
6.7 億元、売上高は 50 億元超（2015 年度）。発足以来、西南地域の物流リーディング・カ
ンパニーを目指して業容拡大を続けてきた。 
                                                        
13 中欧班列と中国国内の鉄道コンテナ輸送ネットワークとの結合については、李（2016b）を参照された
い。 
14 人民網（2017/03/09）より引用。 
15 四川物流と四川物流集装箱有限公司に関する記述は、四川物流集装箱有限公司への聞き取り調査（2017
年 2 月 28 日に実施）に基づく。 
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中国物流と購買連合会から 4A 級物流企業と認定されている同社は現在、12 の支社・子
会社を擁し、総従業員数は 750 人。保有する倉庫施設は合わせて 1,300 ムの敷地面積、30
万㎡の保管面積に達し、年間 8 万 TEU のコンテナの取扱能力をもっている。なお、同社は
4 本の鉄道専用線（総延長 2,113m）を保有している。2016 年度の貨物取扱量は 300 万ｔで
あったという16。 
同社の主たる事業内容は、倉庫・荷役・輸配送・流通加工・物流情報などの物流事業で
あるが、商材のディストリビューションなど商流事業も手掛けている。鋼材、セメント、
非鉄金属、砂糖などのバルク生産財の取扱が同社の得意分野である。 
 
(2)事業概要 
成都センター駅および成都国際コンテナ物流園区の発足に伴って、四川物流は 2010 年
に、園区内で 187 ムの用地を取得し、四川物流集装箱有限公司（以下、四川物流コンテナ）
という子会社を設立した。従業員は 38 人。主な事業内容として、コンテナヤード業務、コ
ンテナ取り付け、コンテナ扱いおよび車扱いの鉄道利用運送、営業倉庫などが挙げられる。 
同社の 2015 年度売上高は 1.8 億元に達したが、2016 年度に 1.5 億元と約 16％の減収と
なった。売上高の約半分は商品の販売代理で占められており、2016 年度の減収分は販売代
理額の減少によるものであった。敷地内に、3.5 万㎡のコンテナヤードと保管面積 1 万㎡の
高床式倉庫があるが、倉庫面積が不足のため、さらに１万㎡の倉庫を建設する計画が立て
られている。現在、約 3,000 ㎡の外部倉庫を借り受けている。なお、5 階建ての事務棟は約
半分のスペースを自らのオフィスとして使っているが、残りの半分を 20 社ほどの物流企
業に貸し出している。入居企業は殆ど中小零細型フォワーダーである。 
 
(3)物流サービスの開発と提供 
四川物流はかねてより砂糖の物流事業に従事してきた。主に雲南省と広西自治区などの
産地から四川省までの輸送業務である。年間輸送量は約 30 万ｔに上る。従来は鉄道車扱を
利用して輸送を行っていたが、成都センター駅の供用開始後、四川物流コンテナは、コン
テナ扱いで産地からユーザーの工場までの一貫輸送サービスを提供し始めた。例えば、コ
カ・コーラの成都ボトラー工場向けの砂糖輸送は、工場の生産計画に合わせて、ドア・ツ
ー・ドアのコンテナ輸送に切り替えつつある。一方、砂糖の早期大量仕入れを行うユーザ
ーには、砂糖の長期貯蔵サービスをリーズナブルな料金で提供している。筆者らの見学時
に、同社の倉庫内に大量の砂糖が保管されていることを観察した。 
立地の優位性を活かしたコンテナヤード業務は同社の主力事業となっている。同社は成
都センター駅に隣接しているため、コンテナの一時仮置きとトレーラーへの取り付けとい
う業務の展開に便利な立地条件を与えている。また、四川物流は当該用地を取得した際に、
優遇的な譲渡価格の適用を受けており、取得後の土地税の減免措置も講じられたため、格
安の料金設定が可能になった17。その結果、団地内外の多くの物流企業と荷主企業が同社
のコンテナヤードと倉庫を利用している。 
                                                        
16 四川物流のホームページを参照した。 
17 四川物流コンテナの経営者の説明によると、当時の土地譲渡価格は１ムあたり 30 万元前後とかなり優
遇的な条件だったという。 
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(4)園区内企業との協業 
四川物流コンテナは、強い集荷力のあるフォワーダー数社と提携して営業活動を展開し
ている。四川物流は大手国有物流企業として、充実したライセンスと豊富なアセットを有
し、数多くの拠点も設置しており、歴史的に国鉄の最恵運賃を適用する関係にあるが、荷
主企業に対する営業力と提案力の点で弱みがある。一方で、営業が得意な民間フォワーダ
ーは、しばしばアセット不足やライセンス不備といった理由で荷主から十分な信頼を勝ち
取りにくい。 
そこで、四川物流コンテナはたびたび気鋭の民間フォワーダーと連合体を組んだ形で荷
主企業の物流コンペに参加する。また、フォワーダーは四川物流コンテナの倉庫と拠点ネ
ットワークを活用して荷主に一貫輸送を含む包括的な物流サービスを提案するなど、自社
の強みが生かせる業務提携を進めている。このような提携関係にあるフォワーダーは 5 社
ほどあり、その中に中欧班列や国内のコンテナ定期列車の集荷に関与している事業者も含
まれている。 
園区内企業同士のアセットに関する協力も見受けられる。例えば、四川物流コンテナは
中鉄八局、東康物流などとの間で、日ごろからコンテナヤードや倉庫の保管スペースの相
互融通を行っている。コンテナトレーラーについても同様な慣行がある。四川物流コンテ
ナは 8 台のコンテナトレーラーを自社保有するほか、協力会社の 12 台を常時使用してい
る。 
 
4.2 中鉄物資成都物流有限公司18 
(1)企業概要 
中鉄物資成都物流有限公司（以下、中鉄物資成都）は大型国有企業の中鉄物資集団の傘
下企業である。その前身は、1958 年に旧鉄道省の設立した鉄道の防腐枕木およびその他の
防腐木材を加工する国営工場、成都木材防腐工廠であった。90 年代以降、鉄道枕木のコン
クリート化により、同工場の木材加工事業は徐々に縮小し、2005 年からは保有する土地や
鉄道引込線などのアセットを利用した鋼材などのバルク貨物を扱う倉庫業に事業内容を大
きく転換し、現在の社名に変更した。 
中鉄物資成都は、2013 年に成都市街地の二仙橋にある 300 ムの土地を成都市政府に売却
し、青白江バルク貨物物流園区内に移転した。二仙橋の用地が都市道路建設用地に組まれ
たためであった。成都市政府および青白江区政府は中鉄物資成都の園区入居を誘致し、約
600 ムの土地を優遇的な譲渡条件で同社に割り当てたという。 
筆者らの訪問時までに、同社は新しい立地ですでに 4 億元を投資して、倉庫施設と事務
棟などを建設した。鋼材などのバルク貨物や重量物の保管に適する重量鉄骨平屋倉庫は約
4 万㎡あるが、倉庫の中央を通る予定の鉄道引込線はまだ着工していない。青白江区政府
は中鉄物資成都を園区に誘致する際に、引込線の早期整備を優遇条件の 1 つとして約束し
たものの、国鉄との調整に手を焼いたため、着工は遅れに遅れたという。加えて、同社の
敷地に通ずる道路もいまだに建設中である。インフラ整備の遅延は同社の稼働に少なから
ぬ悪影響を与えている状況が窺える。 
                                                        
18 中鉄物資成都に関する記述は、同社への聞き取り調査（2017 年 2 月 27 日に実施）に基づく。 
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(2)物流サービス 
中鉄物資成都は、青白江に移転する前に、二仙橋で主として 3 つの事業を手掛けていた。
鋼材の保管サービス、一般貨物の保管と輸送サービス、鋼材の配送サービスの 3 つである。
もともと枕木加工工場であった二仙橋の基地内に、総延長 11 キロ超に上る 8 本の引込専
用線、重量物の荷役に適する建屋とクレーンが装備されたため、順調に鋼材の取扱いを拡
大し、年間 250 万ｔと成都地域で 1 位の取扱量を誇っていた。 
同社は青白江移転後も鋼材の保管・荷役サービスを主力事業と位置づけているため、引
込線など上述したアセットの整備に積極的に取り組んでいる。その一方で、鋼材の交易市
場の開設とコイルセンター事業を手掛ける計画を進めている。 
中国国内における鋼材の流通は、主に鋼材交易市場で行われる。市場内に多くの鋼材商
社や鉄鋼メーカーの代理店が入居しており、扱っている商材の情報を発信する。需要家は
市場内で商品を探したり、現物を見たりして購買活動を行う。荷役の特殊性の関係で、鋼
材交易市場はたいてい、鉄道引込線の敷設された広大な平屋保管スペースを有する施設内
もしくはそれに隣接した場所で形成された。 
中鉄物資成都は、青白江の基地の約 1/3 のスペース（約 200 ム）を鋼材交易市場として
整備し、50～60 社の流通事業者を誘致する予定である。また基地内にコイルセンターも併
設して、ユーザーに鋼材の流通加工サービスを提供する計画を立てている。これまでは、
鋼材の大口ユーザーは内部で設備を補修し裁断などの流通加工を行うのが一般的で、小口
ユーザーは鋼材を購入した後、専業者に持ち込み、裁断などの加工を依頼するという慣行
があった。中鉄物資成都は、コイルセンター方式が今後定着していくと見て、設備投資を
進めていく方針である。 
物流金融サービスも同社の戦略的ターゲットの 1 つになっている。二仙橋の用地売却で
入手した潤沢な資金を活用して、一定期間後に買い戻すという条件で保管している鋼材を
買い取り、ユーザー企業の資金繰りを支援するサービスを始めている。また、倉庫証券の
発行や動産抵当権設定などサプライチェーン・ファイナンス関連のサービスも手掛ける。
こうした金融サービスは、ユーザー企業の資材早期大量仕入れと在庫投資削減の両立に大
いに寄与できる。 
成都国際鉄道港が成都自由貿易実験区に組み込まれるのを受けて、中鉄物資成都は自由
貿易実験区の成都の自由貿易実験区（ほぼ承認された）に立地している点を活かして、企
業内に国際貿易部を新設し、輸出商品の包装や輸入商品の展示販売なども手掛けていく構
想を立てた。 
 
(3)協業関係 
中鉄物資成都とほぼ同時に、青白江バルク貨物物流園区への入居を決め、一列に横並び
するように立地している企業がほかに 3 社ある。銀犁冷鏈、四川物流、博川物流の 3 社で
ある。もともとの計画では、この 4 社の敷地内にはすべて鉄道引込専用線を敷設する予定
であったが、国鉄の成都鉄道局の審査により、中鉄物資成都のみに敷設が許可された。こ
の結果を受けて、4 社は引込線の共同利用について協議し基本合意に達した。 
博川物流の主な取扱貨物は鋼材を含む建築資材である。同社は青白江バルク貨物物流園
区に建築資材の交易市場を運営しており、同園区内に鋼材に特化した交易市場を開設する
輸送ノードの高度化とロジスティクス・クラスターの形成（Ⅳ） 
 - 97 - イノベーション・マネジメント No.15 
計画である。中鉄物資成都は博川物流と連携して、両社の計画中の鋼材交易市場を中核に、
成都地域における鋼材の流通と物流の一大集積地を目指し、また鋼材の電子商取引のプラ
ットフォームを構築することも検討している。もっとも、2,000 ムに及ぶ広い用地を取得し
た博川物流は資金繰りなど経営上の問題で施設の建設が計画通りに進捗していない可能性
があるという。 
 
4.3 四川路威特物流有限公司19 
(1)企業概要 
四川路威特物流有限公司（以下、路威特物流）は、四川東方物流有限公司（以下、東方
物流）の完全子会社で、東方鍋炉股份有限公司（以下、東方タービン）の完成品の保管と
輸送を目的として設立された物流企業である20。 
東方物流は 2008 年 10 月に成都国際鉄道港で 201 ムの土地を取得し、2009 年 1 月に路威
特物流を設立した。建物と設備の建設は 2010 年に開始し、2012 年に第 1 期工事が完了し、
操業開始した。平屋倉庫 2.8 万㎡、高床式倉庫 1.2 万㎡、その他、未使用の用地 40 ムを持
っている。同社の倉庫は主に東方タービンの完成品を保管するために建設されたため、倉
庫の大半は特殊な仕様のものである。例えば、9ｔ/㎡の床耐荷重、大型天井クレーンの設
置、幅広い入口など、大型・重量物の保管と荷役を基準として倉庫を設計・建設したので
ある。 
しかし、路威特物流の倉庫稼働後、東方タービンのビジネスモデルが変化したため、完
成品の物流も大きく変わった。従来は計画生産であったため生産した完成品は顧客（発電
所など）に配送するまで倉庫に一次保管されていた。ところが、東方タービンの生産方式
は計画生産から 1 品ごとの注文生産に変わり、生産されたタービンは工場から顧客（発電
所など）に直送するようになっている。従って、東方タービンの完成品を保管する倉庫は
不要になり、当初の事業計画どおりとはならず、路威特物流は苦境に立たされた。 
同社は、企業の存続と維持のためにコスト削減と収益源の拡大に努めている。人員を削
減する一方、倉庫と事務棟、駐車場など施設の利用率を高めることで利益を確保しようと
している。筆者らの訪問時には、同社の社員は 10 人前後となっており、以前と比べて大幅
に減少したという。こうした中、空室となった事務所棟の一部には中小規模のフォワーダ
ーがテナントとして入居しており、これは同社の収益源の 1 つとなっている。 
 
(2)事業戦略―選択と集中 
市場の変化により経営が厳しくなった路威特物流は、事業の「選択と集中」を進めてい
る。倉庫事業に関しては、自社倉庫の立地の優位性を活かして、配送センター事業を手掛
け始めた。路威特物流は園区に入居した最初の企業で、入居時は自由に用地を選ぶことが
できた。園区を通る 2 本の主要幹線道路の交差する場所を選んだため、交通アクセスが非
常によい。現在、同社の倉庫には東方タービンと東方電気集団の関連会社である東方凱特
                                                        
19 路威特物流に関する記述は、同社への聞き取り調査（2017 年 2 月 27 日に実施）に基づく。 
20 総合物流会社である東方物流は、中国東方電気集団有限会社の子会社である東方タービンの運輸部門で
あった。東方物流は 1997 年に東方タービンから分離して独立し、2004 年に完全民営化となった。 
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瑞21の貨物が若干保管されている。また中国のスポーツ用品大手の安踏体育用品有限公司
（ANTA）と金浪体育用品有限公司は、好立地な同社の高床式倉庫を自社スポーツ用品の
配送センターとして起用している。配送センター事業は、路威特物流の事業収益の 3 割程
度を占めるほど成長している。 
同社倉庫の好立地に着目して借庫する同業他社もある。筆者らの調査当時、路威特物流
の倉庫には 8 社の物流企業が倉庫スペースを借り受けている。一部の物流企業は保管や輸
送業務において路威特物流と協力し合っている。 
同社はかつて一般輸送業務も手掛けていたが、貨運交易市場のトラック運送業者と比べ
て価格競争力が弱いため撤退を強いられたという。保有していた 100 台ほどのトラックは
親会社の東方物流に売却し、また 6 台のトレーラーも親会社に貸し出している。このよう
に、コスト削減と多様な収益源の確保に努めてきたが、近年の実体経済の減速を受けて物
流需要が振るわないこともあり、厳しい状況が続いている。 
 
4.4 成都銀犁冷蔵物流股份有限公司22 
(1)事業概要 
成都銀犁冷蔵物流股份有限公司（以下、銀犁冷鏈）は冷凍冷蔵食品の卸売市場と物流を
営む成都最大手企業である。冷鏈とは、コールドチェーンの意味である。もともと成都市
府青路あたりにあった冷凍食品の卸売市場の閉鎖を受けて、一部の卸売事業者が共同出資
の形で設立された企業である。従来の卸売市場事業に加えて、冷凍冷蔵食品の保管と配送
などをも主要事業としている。同社は 2009 年 3 月に企業登録し、青白江バルク貨物物流
園区で 520 ムの土地を取得して食品卸売市場を建設した。食品卸売市場の総投資額は 25 億
元、2013 年 11 月に運営を正式に開始した。 
食品卸売市場の敷地内には、3 階建ての取引センターと、7 階建ての冷凍倉庫が併設され
ており、主に冷凍食品を扱っているが、2016 年からは常温食材も扱うようになった。現在、
入居事業者は 800 軒あり、そのうち 500 軒が冷凍食品を扱う卸売事業者である。これら入
居事業者の殆どは一次卸売事業者であり、流通の範囲は西南地域の全域をカバーしている。
卸売市場に隣接して 28 階建てのマンションが 2 棟建てられており、多くの入居事業者は
これを購入し居住している。銀犁冷鏈の食品卸売市場の平均入出荷量は 3,000ｔ/日、年間
取引総額は 200 億元に達している。 
 
(2)物流サービスの提供 
3 階建ての取引センターの入居事業者は店舗を構えている。2 階は冷凍冷蔵食品市場で、
事業者が店舗の所有権を購入している（図 6）。一方、常温食材市場は 1 階に設けられてお
り、現在は約 300 社が入居している。常温食材市場への新規事業者の入居を募集するため、
店舗は無料で貸し出されている。店舗 1 軒の標準的な広さは 20 ㎡で、数軒を使用してい
る事業者もある。3 階は総合サービスエリアである。 
                                                        
21 成都東方凱特瑞環保催化剤有限責任公司（以下、東方凱特瑞）は、東方タービンと成都汇聯住房経営管
理股分有限公司、ドイツの環保熱力有限会社（Envirotherm GmbH）の 3 社合弁で、2004 年 11 月に設立
された。 
22 銀犁冷鏈に関する記述は、同社への聞き取り調査（2017 年 2 月 27 日に実施）に基づく。 
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図6 取引市場棟2階の冷凍冷蔵食品市場 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（出所）筆者ら撮影。 
 
冷凍倉庫は取引市場棟と並行して建てられており、2 階に連結回廊がある。倉庫面積は
10 万㎡、2 階は銀犁冷鏈の運営している営業倉庫で、残りは卸売事業者に貸し出している。
卸売事業者に賃貸する倉庫内は金属網でスペースを小さく区分けしている。各卸売事業者
は借りたスペースを各自で施錠して管理している。冷凍倉庫内の温度はマイナス 18 度に
設定されているが、各卸売事業者の作業員の出入りによって、ドアが頻繁に開閉されるた
め、温度管理が徹底されるか懸念される。冷凍倉庫のほかに、冷蔵倉庫 2,000 ㎡と常温倉
庫 5,000 ㎡も併設されている。冷凍倉庫の賃貸は１㎡で 60～100 元/月、営業倉庫の利用料
は 1 パレットあたり 2.2 元/日である。パレットの荷物の積み高は 1.7ｍ以下と制限する。 
冷凍倉庫には計 120 の入出荷バースがある。入出荷のために入構する路線便トラックは、
空いているバースを探して駐車し荷役を行う。個々の事業者はトラックのドライバーに直
接連絡して集荷を依頼する。トラックの駐車場所は、荷主とトラックドライバーがその時々
のバースの空き状況を確認しながら決める。トラックは構内に長時間待機することなく、
貨物の積み下ろし作業終了後、すぐに卸売市場を離れる。これらのトラックは同じ園区に
ある川陝貨運交易市場（後述）などで待機しており、食品卸売事業者や園区内の荷主から
の依頼に応じて集荷などの輸送サービスを行う。トラックはなるべく集荷先の事業者の倉
庫や店舗に近いバースに駐車するが、必ずしも近くのバースが空いているとは限らない。
そのため、夏季においては、移動距離が長くなることによる移動途中の温度変化や解凍事
故の発生が懸念される。 
集荷依頼のみならず、在庫管理と荷役作業なども、入居事業者はほとんど各自で行う。
作業員不足や人員調達の難しい場合には、銀犁冷鏈に協力の要請を申し入れることもある
が、基本的には入居事業者が自ら倉庫管理員と荷役作業員を雇用して作業を行っている。
銀犁冷鏈は営業倉庫があるため、自社で 300 人ほどの荷役チームを編成している。またフ
ォークリフトと牽引台車などの荷役機械も保有している。入居事業者の要請に応じて作業
員の派遣と荷役機械の貸し出しもしている。 
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4.5 成都凡易物流有限責任公司23 
(1)川陝貨運交易市場の概要 
中国のトラック輸送市場において、「貨物運輸交易市場（以下、貨運市場）」は国内トラ
ック輸送サービスの主な取引所として重要な役割を果たしている。貨運市場は中国各都市
周辺の交通の要衝に立地し、求車・求荷のマッチングサービスを中心に、トラック・ター
ミナルなど物流ノードとしての機能や、車両の整備など多様な関連サービスを提供してい
る。 
川陝貨運交易市場は成都で最も知名度の高い貨運市場の 1 つで、2013 年 5 月に金牛区か
ら青白江区へ移転し、園区を通る重要な幹線道路の交差する場所に立地している。成都凡
易物流有限責任公司（以下、凡易物流）が同市場の運営を担っている。凡易物流は国有企
業である成都城郷商貿物流発展投資集団有限会社の子会社で、2012 年 3 月に設立された。 
青白江区における川陝貨運交易市場の第１期投資額は 1.52 億元、敷地面積 109 ム、建築
面積 3.8 万㎡。市場内には取引センター、駐車場、サービス棟、ドライバー宿泊用のホテ
ルなどの施設が建設されている。駐車場の最大収容台数は 700 台で、日あたり平均駐車台
数は 400 台、市場を出入りするトラックは 1 日あたり 200 台程度である。サービス棟には
132 軒の店舗があり、自動車の修理業者、アフターパーツの販売店、レストラン、美容室、
銭湯、診療所などのサービス事業者が入居している。ドライバー宿泊用のホテルは 485 室、
1,000 人収容可能である。一方、取引センターは 345 店舗あるものの、金牛区から青白江区
への移転期間中、市場機能の一時中断や入居事業者（利用運送業者や運送取次業者）への
配慮不足などにより、利用運送業者や運送取次業者が競合の市場に奪われてしまい、取引
のマッチング機能はかなり弱体化してしまった。現在、凡易物流の収入源は、駐車場と関
連サービスに依存し、それぞれ半分を占めている。 
 
(2)市場の移転に伴う機能の変化 
川陝貨運交易市場は、もともと成都市物資局が 1994 年に旧川陝路沿い（第 2 環状線と
第 3 環状線の間）で 10 ㎢ほどの空き地を利用して、長距離トラックの駐車場としてスタ
ートした。2003 年に成都市の都市開発計画に基づいて、第 3 環状線と第 4 環状線の間の金
牛区に移転し、2013 年にほぼ同様の理由により、第 4 環状線と第 5 環状線の間の青白江区
に再度移転した。 
川陝貨運交易市場は、立地転換に伴い機能が大きく変わってきた。2003 年の 1 回目の移
転により、同市場はトラック輸送サービスの取引斡旋市場として大成功を収めたと言える。
当時、競合の「大西南生旌貨運市場」など 8 つの大規模の貨運市場が同じエリアに稼働し
ていた。その後も数多くの貨運市場が同じエリアに開業し、川陝貨運交易市場を中心とし
た一大貨運市場群（以下、川陝貨運市場群）が形成された。この市場群は、トータル敷地
面積が約 120 万㎡に達し、そこに数千社の利用運送業者や運送取次業者が拠点を構え、毎
日数万台のトラックが出入りしていたという。そして川陝貨運交易市場は、豊富な求車求
貨情報により、スピーディなマッチングサービスを提供することで、最高の取引額と取引
                                                        
23 川陝貨運交易市場に関する記述は、同市場の運営・管理を担っている凡易物流への聞き取り調査（2017
年 2 月 28 日に実施）に基づく。 
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件数を記録し、成都貨運市場の中でも最も認知度の高い貨運市場となった（李,2011）。 
ところが、同市場は 2013 年に青白江区に移転すると、取引市場の機能をほとんど失って
しまった。凡易物流の責任者によると、青白江区と成都市中心市街地との交通アクセスが
悪い点と、同市場が金牛区の市場（以下、旧市場）から青白江区の市場（以下、新市場）
に移転する際に、新旧市場の業務の引継ぎや、利用運送業者と運送取次業者への配慮が不
十分であったことが、同市場が取引マッチング機能を失った主な原因だったという。 
新市場は成都市中心市街地から車で片道 2 時間以上かかるほど遠く離れている。しかも、
成都市中心市街地から青白江区の間には路面電車や路線バスなどの公共交通機関がないた
め、利用運送業者や運送取次業者が新市場を利用するには不便である。 
また、成都政府の都市開発計画の要請を受けて、川陝貨運市場群はまるごと青白江区に
移転しなければならない状況であったが、この市場群の各貨運市場が青白江区での事業展
開をするための準備時間は十分に与えられていなかった。その結果、川陝貨運市場群の 8
大貨運市場のうち、川陝貨運交易市場を含む 3 社のみ青白江区に移転し、他の 5 社は自主
廃業を選んだ。移転してきた 3 社は互いに 5 ㎞以上離れていることもあり、集積効果は悉
く喪失してしまった。 
交通の不便さと集積効果の喪失により、川陝貨運交易市場の入居事業者は、競合の貨運
市場に奪われてしまった。そのうち、99％以上が伝化物流に移ったという。伝化物流は成
都市新都区の「新都物流センター」内で敷地面積 76 万㎡を確保して物流基地、陆港を建設
した。2009 年 5 月に稼働したこの物流基地は、IT 情報システムを導入して、効率的な取引
システムを構築してきた（李,2011）。従来の川陝貨運市場群から約 1 ㎞離れたところに立
地している伝化物流の物流基地の周辺には数多くの貨運市場が集まり、新たな貨運市場群
が形成されている。 
一方、取引斡旋の機能を失った川陝貨運交易市場は、伝化物流と園区内に入居している
銀犁冷鏈のような企業のために、駐車場など補完サービスを提供するようになった。伝化
物流は物流基地内で 3,000 台の駐車スペースを有しているが、日あたり 1 万件以上の取引
数があるため、駐車場は大幅に不足している。伝化物流の物流基地周辺には数多い駐車場
と関連業者があるものの、規模が小さいゆえに駐車スペースが少なく、サービスが充実し
ていない割に使用料金が高く設定されている。そのため、多くのトラックドライバーは、
駐車料金が伝化物流より安く設定されて、付帯サービスが充実している川陝貨運交易市場
を利用している。さらに、同市場が園区へ通る重要な幹線道路が交差する場所に立地し、
園区の入居者との交通アクセスがよいことも、トラックドライバーが同市場を駐車場とし
て選択する大きな理由の 1 つでもある。 
このように、川陝貨運交易市場は 2 回目の移転によって取引斡旋の機能を失い、従前の
ような活発な取引の光景は見られなくなった。その一方で、トラックドライバーに駐車場
と充実した周辺サービスを提供することによって、園区の入居企業やほかの貨運市場の順
調な事業展開をサポートする役割を果たしている。 
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4.6 中鉄八局集団現代物流有限公司24 
(1)事業概要 
中鉄八局集団現代物流有限公司（以下、中鉄八局集団現代物流）は、大型国有企業であ
る中鉄八局集団有限公司（以下、中鉄八局）の傘下にある企業で、2005 年に設立された。
従業員数は約 100 人、売上高は約 1 億元の規模である。前身は成都華鉄国際儲運有限公司
（以下、成都華鉄）で、2010 年に中鉄八局が筆頭株主になり、現在の名称に変更した。主
要な業務はコンテナヤード（コンテナの取り付けも含む）、国際業務（輸出入貨物のフォワ
ーディング）、車扱いの鉄道貨物輸送である。そのうち、コンテナヤードなど国内業務が総
売上高の 5 割程度を占め、その他の 2 つの業務がそれぞれ約 25％を占めている。 
中鉄八局集団現代物流は大弯バルク貨物駅を中心とする青白江バルク貨物物流園区と、
成都センター駅を中核とする成都国際コンテナ物流園区にそれぞれコンテナヤードを保有
している。同社は大弯バルク貨物駅につながる専用引込線をもち、成都センター駅が稼働
する前には、成都華鉄がこの専用線を使って、成都―上海間のコンテナ定期列車を一手に
運営していた。このコンテナ定期列車の発着業務は成都センター駅に移管された後、大弯
バルク貨物駅には現在も倉庫とコンテナヤードを保有している。コンテナヤードはおよそ
8.2 万㎡、最大の受容能力が 5,000TEU に達する25。成都センター駅の整備を企画する際に、
大弯バルク貨物駅はバルク貨物専用の鉄道貨物駅として位置付けられた。しかし、近年、
鉄道コンテナ貨物の増加により、大弯バルク貨物駅で再びコンテナを取り扱うことができ
るようになった。 
中鉄八局は成都センター駅から 50ｍほどの至近距離の場所に 1.5 億元を投資し 168 ムの
用地を取得した。敷地内には物流倉庫 1.9 万㎡、コンテナヤード 6 万㎡、事務棟 1.2 万㎡を
設けて、中鉄八局集団現代物流をここに移転させた。同敷地内には、3 台のリーチスタッ
カ （ーうち自社保有 2 台）、最大積載荷重 2.5～16ｔフォークリフト 30 台、コンテナトレー
ラー9 台を保有し、それ以外にも協力会社のトレーラー数十台と園区内の貨運市場に出入
りするトレーラーを利用している。同社の年間取扱コンテナは約 2 万 TEU と、2015 年以
来、成都におけるコンテナ取扱量ランキングで 3 位の物流企業である。 
 
(2)業務内容 
中鉄八局集団現代物流は、荷主にドア・ツ ・ードアの物流サービスを提供しているほか、
コンテナヤードの貸出、コンテナの取り付け、中小規模のフォワーダー企業にフォークリ
フトなど設備の貸出など多様な物流サービスを手掛けている。近年、青白江区の園区内に
物流事業者が集まり、物流サービスにおける価格競争が激しくなっている。例えば、コン
テナヤードでの保管料は、かつてはコンテナ 1 個 180 元（20 フィート）と 360 元（40 フィ
ート）であったが、現在では 50 元台となっており、同社のような好立地のコンテナヤード
でも従来の 1/3～1/7 料金水準にしかならない。 
中鉄八局集団現代物流の責任者は中欧班列に関心をもつが、業務として本格的に関与は
していない。まず中欧班列は特定の企業により運営・管理されており、参入が難しいこと
                                                        
24 中鉄八局集団現代物流に関する記述は、同社への聞き取り調査（2017 年 2 月 28 日に実施）に基づく。 
25 中鉄八局集団現代物流のホームページより。 
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が理由として挙げられた。また政府からの助成支援の不十分さ、助成支援の不透明さなど
もあり、物流事業者が受けられる特典は限られると、同社の経営者は考える。そのため、
同社はコンテナ定期列車事業において、顧客から要望があれば対応するが、積極的に国際
コンテナ定期列車の事業拡大に取り組もうとしていない。成都センター駅は安定的に取扱
貨物の量が増えているし、政府はセンター駅周辺の自由貿易区や工業団地などを積極的に
造成しているにもかかわらず、中鉄八局現代物流社はその波及効果の恩恵をあまり受けて
いない。現在、同社で取り扱う貨物量からみると、中欧班列関連業務は全体の 1～2％に過
ぎない。 
 
(3)園区内他社との協業 
中鉄八局集団現代物流は、大手国有物流企業として、豊富なアセットと充実したライセ
ンスを有している。こうした優位性を利用して、園区内の中小規模の企業と多様な業務提
携を行っている。成都センター駅に入構してコンテナの取り付け作業を行う事業者は、当
該ライセンスを取得する必要があり、年間数十万元のライセンス費用がかかってしまう。
中鉄八局集団現代物流は中欧班列の業務があるため、毎年このライセンスを取得している。
しかし、成都センター駅での仕事はさほど多くなく、また潤沢な資金がない中小規模の物
流事業者にとってみれば、高額な費用を支払ってまでこのライセンスを取得することはリ
スクが高すぎる。このような中小規模の物流事業者は、同社と業務提携し、必要な場合の
み同社のライセンスを利用して作業する。中小規模の企業にとってはライセンス費用の節
約となり、同社にとってはライセンスを提供するだけで収入が増え、ウインウインの関係
を築いている。 
 
5．考察 
 
成都ロジスティクス・クラスターの特徴 
上述した発見事実から明らかなように、成都では国際鉄道港という大規模な複合的産業
団地の中で、一大ロジスティクス・クラスターが形成しつつある。成都国際鉄道港は、輸
送ノードである鉄道コンテナ・センター駅と鉄道バルク貨物駅を中心に区画・造成された
巨大な臨港型団地である。輸送ノードをベースにする点と、物流団地の整備を用いる点は、
筆者らのこれまで調査した、昆明・重慶（李,2014a）、九州北部（李,2016a）、釜山（李・金,2017）
のケースと共通する。いずれも輸送ノードベース型のロジスティクス・クラスターと分類
できる。 
成都のロジスティクス・クラスター形成過程では、幾つかの特徴が顕著に見られる。第
1 に、複合的産業団地を整備し、それをロジスティクス・クラスターの物的基盤とする点
が挙げられる。第 2 節で記述した通り、鉄道コンテナ・センター駅と鉄道バルク貨物駅を
中核とする成都国際鉄道港は、国際コンテナ物流園区、青白江バルク貨物物流園区、保税
物流センターの 3 つの物流団地から構成される物流エリアだけでなく、建材卸売市場園区
をはじめとする流通業エリア、食品加工貿易園区とその他の工業園区を含む加工業エリア
も含まれる。別々で設立された各団地は成都国際鉄道港に統合された形で、沿海港湾の臨
港インダストリーパークと類似する大規模な産業団地となっている。 
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物流業エリア、流通業エリア、加工業エリアからなる複合的な産業団地において、物流
集積と商業集積、加工業集積は相互に依存しながら、相乗効果のメリットを得ている。益
海嘉里などの製造企業は、便利な鉄道輸送サービスに着目して加工業エリアで工場を建て
た。流通業エリアにある建材などの卸売市場群で取引される商品の多くは鉄道輸送に適す
る。物流業エリアに進出している銀犁冷鏈、中鉄物資成都、博川物流は実際、卸売市場の
運営を主力事業の 1 つとしている。これらの流通業と加工業で生じる大量の輸送需要は、
中欧班列（成都）をはじめとする中核的輸送サービスの定着と拡大につながる。さらに、
同一産業団地内における物流の需給結合は、物流企業のオペレーション費用および取引費
用の節約に大きく寄与する。こうして、安定的な輸送サービスは域内外の荷主を引き寄せ、
物流需要のさらなる拡大をもたらし、物流需要の拡大はまた物流企業の進出を促すという
好循環が生まれる。 
第 2 の特徴は、成都国際鉄道港において、大型物流企業と中小零細型の物流企業が協業
関係を形成している点である。四川物流、中鉄物資、中鉄八局、東方物流の事例からわか
るように、大型物流企業は団地内で大きな用地を取得しており、保管施設や荷役機器とい
ったアセットと事業ライセンスを豊富に保有している。一方、中小零細型の民間物流企業
は資金力とライセンスが乏しいが、特定の荷主に対して巧みな営業力を有するところが少
なくない。そこで、アセットの共同利用やプロジェクトの協同応札といった形で、大規模
な物流企業と小規模な物流企業の協業が進んでおり、それぞれの短所を補いながら、柔軟
に顧客企業のニーズに対応し、多くの物流需要を成都国際鉄道港に持ち込むことに成功し
た。 
とりわけ、数多くの中小零細型フォワーダーは成都周辺および成都地域以外の荷主企業
に積極的に働きかけ、中欧班列（成都）の利用を促した。その結果、域外の貨物が中欧班
列（成都）の半分以上のスペースを占めるようになったという26。域外から物流需要が搬入
されることは、中核的輸送サービスの定着と拡大をもたらす重要な要因である。 
第 3 の特徴は、ロジスティクス・クラスター内で優遇政策活用型の物流サービスが開発
され、提供されている点である。第 2 節で列挙した数々の補助金に加えて、低価格で用地
を入居企業に譲渡するといった誘致策も政府は講じている。一部の大手国有物流企業はコ
ンテナ・センター駅やバルク貨物駅に隣接する土地を優先して割り当てられるなど立地上
の優遇を受けている。これらの企業はコスト構造における優位性を利用して、リーズナブ
ルな料金で保管や荷役、加工などサービスを荷主に提供している。四川物流コンテナと中
鉄八局集団現代物流のコンテナヤード事業や倉庫事業は典型的なケースである。路威特物
流と凡易物流の事業転換が可能になった理由も優遇政策に起因する有利なコスト構造にあ
ると言える。 
物流企業が政府から受けた特恵的な優遇策と中核的輸送サービスを活用する形で、荷主
に対してコスト・パフォーマンスの優れたサービスの開発と提供を行うという事象は、釜
山のロジスティクス・クラスターでも観察された（李・金,2017）。このようなロジスティク
ス・サービスのイノベーションは、中核的輸送サービスの拡大に貢献するとともに、より
                                                        
26 李（2016b）では中欧班列（成都）を域内貨物依存型に分類したが、2016 年以降、域外貨物が次第に増
加し、域内貨物を上回るようになっている。成都地方政府の奨励策（補助金など）と物流企業の営業努
力が域外貨物の増加をもたらしたと言えよう。 
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多くの荷主企業をロジスティクス・クラスターに呼び込む効果があると指摘されている
（Li,2017）。 
成都国際鉄道港では、四川物流などの大規模物流企業と中小零細型物流企業は、協働で
コスト優位性をベースにした包括的な物流サービスを荷主に提案している。これらの物流
企業は、中欧班列（成都）をはじめとする安定的な鉄道輸送とリーズナブルな保管・荷役
サービスの組み合わせによって、域内のみならず、域外荷主の需要を呼び込むことで成功
している。実際、幹線輸送から保管、流通加工、配送までの一括物流サービスを利用する
荷主企業は増加傾向にある。 
 
３つの組み合わせはあったか 
本稿で記述した発見事実から、李（2014a）で提示した輸送ノードベース型ロジスティク
ス・クラスター形成メカニズム、即ち、3 つの組み合わせは成都の事例においても確認で
きることが明らかである。プルの力として、域内の電子電器や自動車、卸売市場群などか
ら発生する膨大な物流需要があった。プッシュの力として、近代的な鉄道貨物ターミナル
および大規模な物流団地の整備・拡張、インランド・ポート機能の拡充、手厚い物流企業
の誘致・奨励政策の実施が挙げられる。プルとプッシュの組み合わせの結果、政府主導で
中欧班列およびその他の鉄道貨物輸送サービスが開設され、ロジスティクス・クラスター
の物的基盤、制度的基盤、ビジネス基盤が構築された。 
コア・ユーザーと中小零細ユーザーの組み合わせも成都ロジスティクス・クラスター形
成過程において顕著に見られる。電子電器メーカーの鴻海や長虹、自動車メーカーのフォ
ルクスワーゲンなどの域内大手荷主は中欧班列（成都）をはじめとする中核的輸送サービ
スにベースカーゴを提供する一方で、卸売市場群にひしめく数多くの中小零細型流通事業
者からの輸送需要は中核的輸送サービスの安定化をもたらす。また、多数の中小零細型物
流事業者は域内外から細かい物流需要を拾い上げることも、中核的輸送サービスの定着と
拡大に寄与している。 
殆どの地域における物流産業で見られるように、鉄道貨物定期便やトラック路線便、コ
ンテナヤード、一般倉庫などの定型的な物流サービスは互換性がある。その一方で、成都
国際鉄道港では、電子電器に加えて、食糧、建材、鉄鋼、非鉄金属、金具、木材、加工食
品、冷凍冷蔵食品、繊維など様々な種類の貨物に対応する物流専門事業者が集まり、多様
な物流サービスが開発され提供されている。互換性と多様性の組み合わせによって、ロジ
スティクス・クラスターの柔軟性の形成と健在な発展がもたらされ、「集積が集積を呼ぶ」
好循環が生まれている。 
 
6．おわりに 
 
本稿では、成都センター駅を中心に形成されている物流集積に対する現地調査の発見事
実を記録し、ロジスティクス・クラスターの特徴と形成要因を析出した。その結果、李（2014a）
で提示した 3 つの組み合わせというロジスティクス・クラスター形成メカニズムに関する
仮説は、成都の事例で概ね検証できた。また、ロジスティクス・サービスの開発がクラス
ターの成長を牽引する事象も一部観察された。 
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輸送ノードベース型ロジスティクス・クラスターの形成メカニズムについては、筆者ら
はすでに昆明、重慶、九州北部、釜山、成都の 5 地域の事例を取り上げて調査を続け、研
究ノートの積み上げを行ってきた。こうした一連のケーススタディを踏まえて、ロジステ
ィクス・クラスターの形成メカニズムに関する理論構築の完成を目指して、ケース間分析
を進める予定である。 
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